
                                    

 

 平成 24年 2月 28日 

各 位 

会 社 名 Ｓ Ｅ Ｍ Ｉ Ｔ Ｅ Ｃ 株 式 会 社 
代表者名 代表取締役会長 石塚 二朗 

 (コード番号：6626) 
問合せ先 取締役管理本部長 豊井 義次 

 (TEL. 03-3621-1155) 

 

業績予想の修正、繰延税金資産の取り崩し及び関係会社株式の評価損に関するお知らせ 

 

 最近の業績動向を踏まえ、平成23年 11月 7日に公表いたしました平成24年 3月期通期の連結・個別業績予想の修正につい

て下記のとおりお知らせいたします。また、平成24年 3月期において見込まれる繰延税金資産の取り崩し及び関係会社株式の

評価損についても併せてお知らせいたします。 

 

記 

 

 

１． 平成24年 3月期通期業績予想の修正（平成23年４月1日～平成24年 3月 31日） 

（連 結）                                                  （単位：百万円） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 9,953 124 △69 △242 △88円 60銭

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 9,298 △164 △302 △696 △254円 26銭

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） △655 △288 △233 △454 ―

増 減 率 （ ％ ） △6.6％ ― ― ― ―

前 期 （ 平 成 2 3 年 3 月 期 ） 実 績 10,420 632 498 242 97円 91銭

 

 

（個 別）                                                  （単位：百万円） 

 
売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

１ 株 当 た り

当 期 純 利 益

前 回 発 表 予 想 （ Ａ ） 5,114 △437 140 120 44円 14銭

今 回 修 正 予 想 （ Ｂ ） 4,687 △495 61 △406 △148円 56銭

増 減 額 （ Ｂ － Ａ ） △427 △58 △79 △526 ―

増 減 率 （ ％ ） △8.3％ ― △56.2％ ― ―

前 期 （ 平 成 2 3 年 3 月 期 ） 実 績 6,122 201 524 383 155円 03銭

 

 

 

 

 

 

 

 

 



修正理由 

業績修正の理由 （連結決算） 

 欧州の財政不安を発端とする景気の低迷、タイの洪水の影響による在庫調整、長引く円高に加え、比較的好調であった新興

国の成長率が鈍化する可能性が高まったため、売上高は9,298百万円となる見込であります。 

営業利益は、役員報酬、従業員給与の削減等の経費削減を行いましたが、原材料及び中国での賃金高騰等の影響、売上高減

少による生産性の悪化を受け、△164百万円となる見込みであります。 

経常利益は、直近では円安傾向にあるものの外貨預金等に係る為替差損の計上が見込まれるため、△302百万円となる見込み

であります。 

当期純利益は、個別決算における税務上の繰越欠損金及び将来の課税所得の発生を慎重に検討した結果、繰延税金資産の取

り崩しを想定したため、△696百万円となる見込であります。 

このため平成23年 11月 7日に公表しました平成24年 3月期の業績予想を、上記の通り修正いたします。 

 

業績修正の理由 （個別決算） 

欧州の財政不安を発端とする景気の低迷、タイの洪水の影響による在庫調整、長引く円高に加え、比較的好調であった新興

国の成長率が鈍化する可能性が高まったため、売上高は4,687百万円となる見込であります。 

営業利益は、役員報酬、従業員給与の削減等の経費削減を行いましたが、売上高減少による生産性の悪化を受け、△495百万

円となる見込みであります。 

経常利益は、直近では円安傾向にあるものの外貨預金等に係る為替差損の計上が見込まれるため、61 百万円となる見込みで

あります。 

当期純利益は、税務上の繰越欠損金及び将来の課税所得の発生を慎重に検討した結果、繰延税金資産の取り崩しが想定され、

また、清算を予定している海外子会社の株式評価損計上が想定されるため、△406百万円となる見込であります。 

このため平成23年 11月 7日に公表しました平成24年 3月期の業績予想を、上記の通り修正いたします。 

 

２．繰延税金資産の取り崩しについて 

個別決算における税務上の繰越欠損金及び将来の課税所得の発生を慎重に検討した結果、連結決算及び個別決算において繰

延税金資産222百万円を取り崩し、法人税等調整額に計上することを想定いたしました。 

 

３．関係会社株式の評価損について 

 個別決算において清算を予定している海外子会社の株式評価損 200 百万円を計上することを想定いたしました。なお、関係

会社株式の評価損については、個別決算に計上されることになりますが連結決算においては影響ありません。 

 

（注）上記に記載した予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 

実際の業績等は今後様々な要因によって記載の予想と異なる可能性があります。 

 

以  上 


